
項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

無

無

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

Ａ

各事業の進捗状況の自己評価を
子ども・子育て会議で報告し、承認
をいただいた。計画書に掲げる事
業については、順調に進んでいる。

H30年度に改善した点

子ども・子育て会議での委員からの意見を
踏まえ、事業計画の見直しや、第２期計画
策定の基礎資料となるアンケート調査票
の作成を行った。

説明会による集団指導を行うととも
に、各施設訪問による実地指導を
行うことで、保育運営の質の向上を
図ることができた。

H30年度に改善した点

体調急変時の緊急処置について、あらか
じめ利用者から同意をもらうように利用申
請書の様式を変更した。施設側もより安全
に事業を行うことができた。

評価
理由

無

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

目標設定の考え方・根拠

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果経費

投入コスト
会
計

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

教育・保育施設等
整備事業

根拠法令 H30予算現額

期間

①保育の受入枠を増加した施設
数

②増加した保育定員数

待機児童数
（翌年度４月１日時点）

当該事業は、待機児童の解消を目的としている
ため、待機児童数を指標とする。

県や事業者と密に連絡・調整等を図り、新
たな保育の受入枠確保のための認可・確
認事務を円滑に行った。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

A

既存施設の活用により、保育の受
入枠を増加させ、待機児童対策を
進めることができた。

H30年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 55,215千円 55,215千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市保育所等整備費補助金交付要綱 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 19 19

14

17,819千円 臨時職員 0.00 人 H30実績 これまで計画的に施設整備を進めてきたが、
現在も待機児童がいることから、既存の幼稚
園からの認定こども園移行、既存の保育施設
の定員割振り変更、保育の弾力化の活用等に
より、確保量が不足する地区や隣接地区に受
入枠を確保していくとともに、保育施設職員確
保のための支援や家庭における子育て支援等
を検討し、待機児童対策を進めていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

2.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

保育に係る申込者数の増加10

H9年度～ 19,023千円 臨時職員 0.00 人 5

①６園

②３３人

H30年度目標就学前児童の保育に係る待機児童を解消するため、
保育所等整備費補助金交付事業に基づき、保育園、
認定こども園、小規模保育事業所の創設、増改築等
を行う事業者に対して、施設整備の補助を行うととも
に、その他の待機児童対策も進めていくことにより、
保育の受入枠を増加し、安定した保育の提供を図る。

2.10 人

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

子ども・子育て支
援事業計画推進事
業

根拠法令 H30予算現額

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条
例

H29決算額

H30決算額（見込み）

653千円 508千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

順調に進んでいる事業等の件数

計画書第５章に掲げる事業等（16件）について、事業
が順調に進んでいるかどうか。事業計画の見直しを
行い、計画の円滑な進行を図ることが当該事業の目
的となっているため、事業の進捗状況（順調に進んで
いるかどうか）を指標とする。

①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数

H29正規職員
人件費

H29年度目標

目標達成済16

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

第２期計画策定後も、子ども・子育て会議
において、十分に議論を交わし、必要に応
じて各種施策等を見直せるよう、国や他自
治体の動向に注視しながら、計画の推進
を図っていく。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 682千円 522千円

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

所沢市子ども・子育て支援事業計画の点検・見直しを
行い、計画の円滑な進行及び社会情勢の動向に合
わせた施策等の実施を図ることにより、子どもたちが
『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境づくりを進め
る。
計画の進行管理にあたっては、所沢市子ども・子育て
会議において、点検を行い、委員からの意見をもとに
計画の見直しを行う。

2.10 人
非常勤
特別職

0.00人 16 16

16

17,819千円 臨時職員 0.00人

①3回

②44人

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

16

期間 1.80 人
非常勤
特別職

0.00人 R元年度目標

H27年度～ 15,084千円 臨時職員 0.00人

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教育・
保育施設や地域型保育事業所等の質の確保（適正
な事業所運営及び児童の適切な処遇の確保）及び当
該給付費の支給の適正化を図る。

-

H30正規職員
人件費

H29正規職員
人件費

H29決算額 指標名

特定教育・保育施
設等の指導監査に
関する事務

目標設定の考え方・根拠

A

①集団指導参加人数

②実地指導実施施設数

実地指導指導件数根拠法令

0千円

事業の目的及び具体的な内容

H30予算現額 H30決算額（見込み）

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保育施設等
指導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指導監査実施要綱 0千円

H30年度に改善した点

実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。
実地指導指導件数を指標とし、質の確保により
当該件数が減少していく。 初年度のため、改善点なし。

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

効果的な集団指導や実地指導により、適
正な保育運営につなげることができるた
め、指導方法について今後も検討し、必要
に応じて改善を図っていく。

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 - -

非常勤
特別職

- - -

- 臨時職員 -

①８８人

②３1施設

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

390 390

300

期間 1.60 人
非常勤
特別職

0.00人 R元年度目標

13,408千円 臨時職員 0.00人H30年度～

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

病児・病後児保育
事業

期間 0.68 人

目標設定の考え方・根拠

A

利用定員数を充足することができ
た。今後も引き続き、市内３か所に
おいて病児保育を実施し、充足を
図りたい。

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に、３施設合わせた
１日の利用定員数の充足を図る。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,998千円 27,496千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱 29,924千円 24,808千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な
時期の乳幼児を一時的に預かり、保護者の子育てと
就労の両立を支援することを目的とする。市内に住所
を有する、小学校３年生までの児童が対象。保護者
負担金は児童１人当たり日額2000円（飲食代別）。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 12 12

目標達成済12 100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,346千円 臨時職員 0.00 人
①493人

②110人

③

H30年度目標 H30実績

利用者の人数の減少が課題となる。リーフ
レットやポスターの掲載などに加えて広報
での周知など、市民の方により広く情報を
周知できるように努める。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｈ9年度～ 5,698千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

無

無 無

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援



評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果経費

投入コスト
会
計

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

こど
も支
援課

実施計画ランク

一
般

H29予算現額

期間

H29決算額

一般型一時預かり
事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は達成できてい
る。一時預かりの保育需要は今後
も一定数あると考えるため、施設数
の維持に努める。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱 79,447千円

H30年度に改善した点

一時預かり保育実施園

保育園等を利用していない家庭での、保護者の
就労形態や生活様式の変化により、一時的な
保育の需要が高まっているため、施設数の充足
を図った。

一時預かり事業対応マニュアル（公立用・
私立用）を作成し、情報共有に努めた。公
立保育園の一時預かり実施園において、
担当者会議を設け、事務や対応について
検討を行った。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 78,367千円 70,843千円
①年間延べ利用児童数

②

③

指標名

67,176千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

保育所等を利用していない家庭において、育児に伴
う心理的・肉体的な負担を軽減し、安心して子育てが
できる環境を整備し福祉の向上を図ることを目的とす
る。
就労・日常生活の突発的な事情等により、一時的に
家庭での保育が困難となる場合に保育所等において
児童を一時的に預かる事業。

0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 30 30

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0%

100.0%

0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

目標達成済30

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,497千円 臨時職員 0.00 人
①31,705人

②

③

H30年度目標 H30実績
利用者数は昨年度に比べ減少したが、幼
児教育・保育の無償化に伴い、さらにニー
ズは高まると考える。今後も実施園数を維
持しながら、利用状況を把握し、実施施設
と一層の情報共有に努めていく。

Ｈ27年度～ 4,860千円 臨時職員 0.10 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

こども支援センター
運営事業（子育て
支援）

根拠法令 H30予算現額

12,982千円

H29決算額

H30決算額（見込み）

所沢市こどもと福祉の未来館条例 37,210千円 36,430千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

ほぼ目標値に近い数字となってい
るが、今後も利用者アンケートを活
用し、利用者の意見等に耳を傾
け、目標値に近づけていく。

H30年度に改善した点

子どもと保護者が安心して利用されたことを確
認し、更に充実を図る。

・事業強化
利用者のニーズに合わせ、年齢別や地域
別の行事を開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

安全管理を徹底し、施設運営の向上を目
指していく。

こども支援センターの利用者満足度について
は、昨年度の数値を上回る高い評価をいただい
たところであるが、更なる満足度の向上を目指
し、支援の充実を図る。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 32,075千円 30,974千円
①延べひろば利用者数

②利用申請者数

③利用満足度

利用満足度

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

少子化や核家族化の進行による地域のつながりの希
薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱えて
いる親を支援するため、保護者同士で育児について
の相談や交流ができる環境づくりを行うことを目的と
する。
4歳未満の乳幼児を対象とした子どもを安心して遊ば
せることのできる場を提供し、子どもと保護者が交流
する場の運営を行う。

1.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 98.4%

臨時職員 0.95 人
①92,068人

②30,853人

③99.15%

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0% 99.2%

100.0%

期間 1.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｈ28年度～ 11,983千円 臨時職員 0.95 人

H29年度目標 H29実績

H30年度目標 H30実績

利用者の必要に応じた相談・助言等を行うた
め、相談件数とした。

基本型、特定型、母子保健型で担当者連
携会議を開催し、それぞれの取り組み状
況や新事業の報告を行い、情報の共有を
図った。また、それぞれの現場に出向くこ
とで、連携を深める計画を立てた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

今後も利用者が気軽に相談できるようチラ
シ配布等で事業周知を行い、相談内容に
応じて必要な情報提供や助言で関係機関
を案内していく。また、担当者連携会議を
定期的に行い、情報共有を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

A

事業周知のために各保育施設にチ
ラシを配布したことやホームページ
に掲載などを行ったことにより、相
談件数が増加した。

H30年度に改善した点

無 無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,834千円 3,123千円
①相談件数

②運動あそび参加者数

③冊子発行部数

相談件数根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

ところっこ子育てサポート事業実施要綱 3,402千円 1,966千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

一人一人の子どもが健やかに成長し、教育・保育そ
の他の子育て支援を円滑に利用できるよう、必要な
支援を行うことを目的とする。
子育て家庭のニーズより、教育・保育施設や地域の
子育て支援事業の情報提供及び子育てについての
相談・助言など、利用者の必要に応じた支援を行う。

1.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 840件 872件

10,606千円 臨時職員 2.00 人
①1,058件

②689名

③20,000部

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

885件 1,058件

1,100件

期間 1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H27年度～ 10,894千円 臨時職員 1.65 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

ところっこ子育てサ
ポート事業

H29決算額 指標名

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

①相談件数 保護者からの相談状況を把握するため
こども支援センター「大地」では子育て支
援エリア「ルピナス」と発達支援エリア
「マーガレット」が連携し、合同事業や夏ま
つりを実施した。

H29年度目標

2,437

目標達成済み3,880

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

H30実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

発達障害またはその心配のある子
どもを対象に、専門職による個々
の特性に応じた支援を行うととも
に、保護者への支援も一体的に
行っており、一定の効果があったと
考える。
利用者アンケートでは96.4％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

H30年度に改善した点

今後も相談支援や地域支援の充実を図る
とともに、地域の中核的な発達支援セン
ターとしての役割に努めていく。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 148,985千円 146,326千円
①相談件数

②通所支援利用延べ日数

③地域支援延べ人数
こども支援センター
運営事業（発達支
援）

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例 143,248千円 141,372千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

0.67 人
非常勤
特別職

3.00 人 2,400

5,685千円 臨時職員 0.00 人
①3,887件

②7,313日

③487人

H30年度目標

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3,887

3,925

期間 0.81 人
非常勤
特別職

2.00 人 R元年度目標

平成28年度～ 6,788千円 臨時職員 0.00 人

無 無

無 無

無 無
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な
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有害
な
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計

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

無

無 無
松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 目標設定の考え方・根拠

A

通所支援について、保護者から概
ね満足いただいており、相談支援
についても一定の効果があったと
考えている。
今後も保護者からの意見や要望を
伺いながら、支援の向上に努める。

45,582千円
①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

H30年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 48,244千円

H29決算額 指標名

地域支援事業の一環として「あそぼう会」
を追加し、更に地域支援事業の充実を
図った。

松原学園運営事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 49,762千円 46,877千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H30目標値が未達成の理由・分析

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。また、地域の障害児やその家族への相
談、地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援
事業を実施する。

14.80 人
非常勤
特別職

1.00 人 100% 100%

目標達成済み100% 100%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

125,578千円 臨時職員 14.00 人
①8,295日

②39人

③48件

H30年度目標 H30実績 児童発達支援センターとして機能を発揮で
きるよう事業を推進しているが、さらなる専
門性の向上及び地域支援の充実が求めら
れている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R元年度目標

S46年度～ 132,153千円 臨時職員 13.00 人

H29予算現額 H29決算額

放課後児童健全育
成事業（民設民営
児童クラブ）

根拠法令

期間 15.77 人
非常勤
特別職

1.00 人

児童福祉法・所沢市放課後児童 H30予算現額 市ホームページで募集情報を公開する時
期を早め、事業者の応募に係る時間を長く
取れるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標

100%

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,864千円 29,346千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

H30決算額（見込み）

健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め
る条例

56,517千円 55,618千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、放課後児童クラブの狭隘化や大
規模化等が著しい緊急性の高い小学校区への
対策を目的とするため、確保した供給量を指標
とする。目標値としては、前年より2クラブを増や
した定員（定員40人/1クラブ）とする。

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているもの
の、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著しい
緊急性の高い小学校区において、保護者が労働等に
より昼間家庭にいない小学校に就学している放課後
児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや生活の
場を与えて児童の健全育成を図る。

0.61 人
非常勤
特別職

120人 125人

5,176千円 臨時職員
①5クラブ

②11小学校区

③

H30実績
放課後児童クラブの利用者は年々増加傾
向にある。児童クラブにおける狭隘化や大
規模化、待機児童の発生が著しい緊急性
の高い小学校区に対し、即効性の高い本
事業を継続して実施する。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

205人 205人

285人

Ａ

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学校
区を対象に、民設民営児童クラブ
を開所している。平成28年度に1か
所、平成29年度は2か所、平成30
年度は2か所の計5か所を開所し、
定員205人を確保し、当該小学校区
において、一定の成果を挙げてい
ると考える。
さらに、緊急性の高い2ヶ所の小学
校区に対し、平成31年4月から民設
民営児童クラブを開所するための
準備を行った。

H30年度に改善した点

期間 0.31 人
非常勤
特別職

R元年度目標

平成27年度～ 2,598千円 臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

児童クラブ運営事
業

根拠法令 児童福祉法、所沢市放課後児童 H30予算現額

H29決算額

Ｃ

児童クラブ人数の適正化に向け、
民設民営児童クラブの新設や児童
クラブの施設整備、児童館生活ク
ラブの定員拡大等の対策を進めて
いるものの、利用児童数はその対
策を上回り増加している。
その結果、約4割の児童クラブが大
規模児童クラブという状況であるこ
とから、まだまだ目標に達していな
いと考えている。

H30年度に改善した点

①放課後児童支援員研修会参
加のべ人数

②児童クラブ数

③児童クラブ登録人数

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童
クラブの解消）

当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標と
する。

新たに1ヶ所の民設民営児童クラブの開所
や、並木児童クラブの建て替えにより、新
たに59人の定員を確保した。ひばり児童館
とさくら児童館の施設改修を実施し、生活
クラブの定員を56人拡大した。

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学6年生まで
に拡大したこと等により、利用者が継続的に増
加しており、当該事業における供給量が追い付
いていない状況である。

H30決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 325,611千円 306,423千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定
める条例、所沢市立児童クラブ条例　他

337,760千円 331,262千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対
し、授業の終了後等に適切な遊びや生活の場を与え
て、児童の健全育成を図る。

1.15 人
非常勤
特別職

100.0% 53.0%

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,758千円 臨時職員 0.30 人
①53人

②31クラブ

③2,173人

H30年度目標 H30実績 放課後児童クラブにおける供給量の確保
が課題である。
引き続き、民設民営児童クラブの新設や
児童クラブの施設整備、児童館生活クラブ
の定員拡大等の対策を進め、供給量の確
保に努める。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

64.0%

期間 1.00 人
非常勤
特別職

R元年度目標

昭和43年度～ 8,380千円 臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

児童クラブ施設整
備事業

根拠法令 児童福祉法・所沢市放課後児童 H30予算現額
次年度の児童クラブ施設整備の実施に向
けて、平成28年3月に定めた「所沢市放課
後児童対策実施方針」に従い、学校施設
を活用する方向で関係各課と調整を行っ
た。

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学6年生まで
に拡大したこと等により、利用者が継続的に増
加しており、当該事業における供給量が追い付
いていない状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標

0.30 人 100.0%

H29決算額

H30決算額（見込み）

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,378千円 42,742千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定
める条例・所沢市立児童クラブ条例　他

47,887千円 46,658千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

①施設新設・建替件数

②施設修繕件数

③

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童
クラブの解消）

当該事業は、放課後児童に対し、適切な遊びや
生活の場を提供するため、児童クラブにおける
施設整備を行うことが、児童クラブ人数の適正
化率（大規模児童クラブの解消）を指標とする。

放課後児童に対し、授業の終了後や長期学校休業日
に適切な遊びや生活の場を提供するために、児童ク
ラブを整備する。

0.47 人
非常勤
特別職

100.0% 53.0%

3,988千円 臨時職員
①1施設

②27件

③

H30実績
現在、課題となっている児童クラブの大規
模化、施設の老朽化の改善に向け、各児
童クラブの現状に応じて、「所沢市放課後
児童対策実施方針」に従い、効率的かつ
効果的な定員拡大や施設改修を図る。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0% 64.0%

100.0%

Ｃ

老朽化が進んでいた並木児童クラ
ブの建て替え工事を実施した。並
木児童クラブ施設整備により、新た
に19人分の定員を確保したもの
の、約4割の児童クラブが大規模児
童クラブという状況であることから、
まだ目標に達していないと考えてい
る。

H30年度に改善した点

期間 0.92 人
非常勤
特別職

R元年度目標

昭和43年度～ 7,710千円 臨時職員

無 無

無

無 無



評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果経費

投入コスト
会
計
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項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

無 無

無 無
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

生活クラブ定員拡
大事業

根拠法令 H30予算現額

児童福祉法、所沢市立児童館設置及び管理条例　他

H29決算額

Ａ

H30決算額（見込み）

4,200千円 3,940千円

事業の目的及び具体的な内容

目標のとおり定員拡大が図られ、
量の確保に資した。

H30年度に改善した点

①定員拡大児童館数

②拡大した定員数

③

拡大した定員数
過去の生活クラブ利用実績、また近隣児童クラ
ブの利用状況等を踏まえて拡大する定員数を
目標とする。

施設改修等の環境整備に関して、指定管
理者との協議を早めに開始して、前年度よ
り事務がスムースに進んだ。

H29年度目標

目標達成済56人 56人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,200千円 3,370千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

放課後児童健全育成事業における量の確保に対する方策
の一つとして、児童館生活クラブの定員拡大を図る。
定員を拡大するにあたり、増加する児童に対応するため、
指定管理の更新に併せて、施設の環境整備を行う。

0.10 人
非常勤
特別職

39人 39人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

849千円 臨時職員
①2施設

②56人

③

H30年度目標 H30実績

次年度の対象施設は4施設となるので、よ
り早めの対応等が求められる。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.22 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H29～ 1,844千円 臨時職員 0.30 人 72人

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

放課後こども健全
育成基本方針推進
事業

Ｂ

各重点事業において、概ね目標を
達成していると考えているものの、
「放課後子ども総合プラン推進事
業」については、成果として実現で
きていない状況であり、今後、取り
組みを加速させていく必要があると
考える。

H30年度に改善した点

重点事業達成率

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第2期事業計画
における6重点事業を達成していくことが重要で
ある。そのため、各重点事業の達成率を指標と
する。

協議会委員に、各重点事業への理解を深
めていただくため、放課後児童対策に係る
事業概要の説明を丁寧に行ったり、視察
を実施した。

H29年度目標 H29実績

6重点事業のひとつである「放課後子ども総合プ
ラン推進事業」において、新たな放課後子供教
室の新設、放課子供教室と放課後児童クラブの
連携が実現していない状況であり、当該事業の
達成率が低くなったことから、本事業の達成率
に影響が生じた。

100.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 304千円 236千円
①協議会の開催数

②提言及び答申の提出

③

目標設定の考え方・根拠

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

次世代育成支援対策推進法 304千円 280千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

所沢市放課後こども健全育成基本方針の基本理念
である「『笑顔あふれるところっこ』地域みんなではぐく
もう」の実現に向け、基本方針に位置付けられた事業
の進捗管理を行う。

0.39 人
非常勤
特別職

100.0% 75.9%

81.5%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,309千円 臨時職員
①3回

②1件

③

H30年度目標 H30実績

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するととも
に、答申を受けて更なる充実を図る。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.30 人
非常勤
特別職

R元年度目標

平成22年度～ 2,514千円 臨時職員 100.0%

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の
3つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図るこ
とによって、より効果的、効率的な放課後対策の検討
を進める。

0.24 人

2,036千円

平成23年度～

H29決算額 指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

放課後子供教室の新設に関する相
談を受けているものの、実現に至っ
ておらず、目標達成に向けて成果
が出ていない状況であると考える。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

子ども・子育て支援法 8,532千円

H30年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の3つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数を
指標とする。

平成30年度から、中富小学校放課後児童
対策一体運営事業に指定管理者制度を導
入し、市の直営から民間委託を行い、民間
のノウハウを生かした業務効率化を実現し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの事業を連携する上で生じ
る課題を整理し、各関係機関への働きか
けを進める。併せて、放課後子供教室の
新設については、教育委員会と連携をし、
方向性について検討していく

H30目標値が未達成の理由・分析

新たな放課後子供教室の設置に係る相談を受
けている小学校区はあるものの、放課後児童対
策一体型及び連携型として実現につなげること
ができなかったため。

無 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42,630千円 41,153千円
①放課後児童対策一体運営事
業利用数
②一体運営及び一体型のべ実
施日数
③

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

根拠法令

8,532千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

3小学校区 2小学校区

2小学校区

3小学校区

臨時職員 0.10 人
①183人

②183日

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3小学校区

期間 0.24 人
非常勤
特別職

R元年度目標

2,011千円 臨時職員 0.00 人

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

47,580千円

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して放課後児
童クラブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て
世帯の支援を図るものである。

0.19 人

H30正規職員
人件費

H29決算額 指標名

放課後児童クラブ
子育て支援事業

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市立児童クラブ条例 43,240千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H30年度に改善した点

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯
や低所得世帯に対する子育て支援を図ることを
目的としているため、のべ対象児童数を指標と
する。

児童クラブに対する年４回の継続監視（モ
ニタリング）において、ポスターの掲示や文
書の配付等の周知方法を確認し、遺漏なく
事業が保護者へ周知されるよう確認した。

H29実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

多子世帯及び低所得世帯における放課後
児童クラブ保育料の負担を軽減し、安心し
て就業できるよう、本事業を継続し、子育
て世帯の支援を図る。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

本事業について、遺漏なく対象者
に周知されていることから、成果指
標の目標値を概ね達成し、一定の
成果を挙げられていると考えてい
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42,630千円 41,153千円
①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数

非常勤
特別職

6,264人 5,941人

1,612千円 臨時職員 0.30 人
①40クラブ

②10団体

③

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

6,936人 6,292人

7,536人

期間 0.54 人
非常勤
特別職

R元年度目標

平成26年度～ 4,525千円 臨時職員 0.30 人

無 無



評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果経費

投入コスト
会
計

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H30決算額（見込み）

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助
金交付要綱・所沢市補助金等交付規則

1,000千円 1,000千円

①子ども広場整備等実施件数

②子ども広場設置件数

③

子ども広場の設置件数

自治会等が設置・管理するこども広場に係る自
治会の財政負担の軽減を図ることを目的として
いるから、子ども広場の設置件数を指標とす
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標

子ども広場設置・
整備費補助金

根拠法令 H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,000千円 1,000千円
補助金に関する相談があった場合、見積
書の提出日により順位づけることとした。
（受付ルールを定め、具体的に実施したい
意向がある自治会から補助決定したいた
め）

目標達成済

40ヶ所 40ヶ所

①3件

②40ヶ所

③

H30実績臨時職員

予算額に対して整備相談数が多いので、
上記改善事項を運用して適正な補助執行
に努めたい。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

40ヶ所 40ヶ所

Ａ
H30目標値が未達成の理由・分析

子ども広場用地地権者の事情等に
より廃止されるなど、設置件数は減
少傾向にあるが、やむを得ないも
のと考えている。

H30年度に改善した点

594千円

期間 0.07 人
非常勤
特別職

R元年度目標

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財政
負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治
会等からの申請により、補助金交付要綱に基づき補
助金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50万
円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付する。

0.07 人
非常勤
特別職

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

H14年度　～ 3,520千円

0.42 人

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

47,034千円

補助対象園数

昭和53年度～ 587千円 臨時職員 40ヶ所

H29年度目標

１９園

制度については理解するものの、園の方針で事
業を実施しない園があるため。
なお、H３０年度より所沢第六文化幼稚園が認
定こども園に移行したため、幼稚園数が１園減
少した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H30予算現額

所沢市私立幼稚園預かり保育事業費補助金交付要綱 49,404千円

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

実績において１園減少したが、対象
施設が減少したことによるものであ
るため、成果指標の目標値におい
ては、ほぼ達成できている。また、
利用者も増えており、一定の成果
が出ていると考えている。

H30年度に改善した点

無 無

幼稚園が共働き世帯の選択肢の一つにな
ることは、待機児童解消の一助にもなるた
め、事業の周知を図るとともに、無償化の
動向も勘案しながら、事業のあり方につい
ても検討していく。

制度について理解をしてもらい、市内の対象施
設すべてに実施してもらうことを目標とする。 特になし。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,761千円 49,391千円
①補助対象園数

②１日あたりの平均利用者数

③
私立幼稚園預かり
保育補助金交付事
業

事業の目的及び具体的な内容 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

私立幼稚園における預かり保育事業を促進すること
で、多様なニーズに対応できる子育て支援事業の充
実を図るものである。
①幼児数割　４月から翌年３月までの期間における1
日あたりの平均利用幼児数×年額120,000円②基本
運営費補助金　年額200,000円（初年度は500,000円）
③長期休業日保育実施加算（15日以上実施した場合
は50,000円。以降5日を超えるごとに50,000円加算。）

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 ２０園

2,970千円 臨時職員 0.11 人

１８園１９園

非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

臨時職員 0.15 人

①１８園

②３２９人

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H29予算現額

保育園施設整備事
業

根拠法令 H30予算現額

期間

H30その他職員
従事割合

最優先

H30年度

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

H29年度目標 H29実績

H30年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

対象施設である松井保育園につい
て、「所沢市公共建築物修繕計画」
に基づき外壁改修が完了し、良好
な保育環境を保持できた。

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

各公立保育園からの要望等を参考に現場
の確認を実施し、優先して改修すべき事案
の洗い出しを行っている。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

H29決算額

法定受託事務 法定受託＋附加 148,807千円 108,711千円

公共施設等の状況や課題を把握するとともに、総合
的かつ計画的な管理に関する基本的な方針を定めた
「所沢市公共建築物修繕計画」に基づき、施設の延
命化を図る。

1.00 人
非常勤
特別職

0.10 人

①対象施設数

②公示件数

③

施設の老朽度、安全性の確保、利用者の要望
等を勘案し、また、所沢市全体の施設修繕計画
との整合性を図り、総合的に改修が必要な施設
の優先度を決定し、総合的に改修を実施する。

対象施設数

所沢市公共建築物修繕計画 10,458千円 10,458千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

自治事務

100.0% 100.0%

8,485千円 臨時職員 0.10 人
①１園

②１件

③

H30実績

3,771千円 臨時職員

効率的かつ効果的に施設の改修及び修
繕を実施していくため、施設点検等を実施
し、優先度を決定していくなど計画的に改
修等をしていく必要がある。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

期間 0.45 人
非常勤
特別職

R元年度目標

200.0%

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

期間 0.92 人

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　所沢市立東所沢保育園の売却に
ついては、売却先を選定委員会で
諮り、また、売却価格については不
動産鑑定による適正な価格を設定
し、売却手続きを完了することがで
きた。

-

①　売却先施設
　売却先施設数

　指定管理者制度に基づく契約が令和２年３月
31日で満了すること、また、売却手続きなど鑑
みると平成30年度中に売買契約を締結する必
要があるため設定した。

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

H30年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 -

H29決算額 指標名

特になし。

所沢市立東所沢保
育園民設民営化検
討事業

H30予算現額 H30決算額（見込み）

特になし 567千円 444千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H30目標値が未達成の理由・分析

　本事業は、財源の確保及び行政経営効率の向上に
資することを目的として、公設民営保育園である所沢
市立東所沢保育園の民設民営化の検討準備として、
園舎の不動産鑑定及び登記を行うものである。
　当園については、平成18年度より指定管理制度に
て運営を行っており、令和2年3月末をもって指定期間
が満了するため、期間満了を機に民設民営に移行し
ようとするものである。

-
非常勤
特別職

- - -

目標達成済

非常勤
特別職

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

- 臨時職員 -

①　１施設

H30年度目標 H30実績

特になし。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R元年度目標

1園 1園

H30年度　～ 7,710千円 臨時職員 0.00 人 -

無 無

無 無

無無



評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
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名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果経費

投入コスト
会
計

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

保育園給食調理業
務委託事業

根拠法令 H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容

H29決算額

H30決算額（見込み）

所沢市定員管理計画 107,849千円 107,849千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果目標の目標値に、達成できて
おり、平成３１年度目標についても
業者選定に向けてスケジュールど
おり進めており、目標達成する見込
みである。

H30年度に改善した点

委託実施園数

公立保育園のうち、栄養士が配置されている１０園
の給食調理業務の委託化を３期に分けて実施
Ⅰ期：平成２８年度　２園
Ⅱ期：平成３０年度　４園
Ⅲ期：令和　２年度　４園

特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

２園

６園

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 38,870千円 38,870千円
①対象園数

②給食数

③

指標名

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市立保育園における給食調理業務においては、現業
職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様な
対応が求められている。このため、安心・安全な給食
を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育
の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
　具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の
調理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携して
行う食育活動を行う。

1.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 ２園

9,673千円 臨時職員 0.40 人
①６園

②９５５食

③

H30年度目標 H30実績

予定していた１０園（３期分）の委託化が来
年度で一旦終了する。残る９園について
は、園の施設状況や委託側の人材確保体
制を鑑みながら取り組んでいく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

６園

１０園

期間 1.12 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H28年度　～ 9,386千円 臨時職員 0.15 人

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

期間 0.61 人

H29決算額

特定教育・保育施
設等保育の質改善
費補助事業

目標設定の考え方・根拠

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助
金交付要綱

Ａ

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。また、保育の
配置基準が改善されるなど、保育
の質改善が図られている。

H30年度に改善した点

補助実施施設
制度について理解をしてもらい、市内の対象施
設すべてに実施してもらうことを目標とする。

補助金交付事務における職員配置状況の
確認を他事業の担当と一体的に行うことに
より、施設が申請書類等を作成する事務
負担の軽減を図った。

H29年度目標

60施設

特定地域型保育事業所においては、事業を活
用できるにもかかわらず、事業を実施していな
い施設がある。

H30目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 309,473千円 285,309千円
①補助実施施設

②

③

指標名

309,406千円 291,568千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績

66施設

66施設
H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

6４施設

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,158千円 臨時職員 0.08 人

①６４園

②

③

H30年度目標 H30実績 国の動向及び対象施設の状況を勘案し、
事業を実施する必要がある。なお、国にお
いて1兆円の財源を確保した場合に実施さ
れる保育の質改善が完成するまでの間交
付する補助金は、1兆円の財源を確保した
場合に実施される保育の質改善が完成す
るまで交付する。

H30正規職員
人件費

H27年度　～ 5,112千円 臨時職員 0.15 人 66施設

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、
職員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補
助金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 １有資格者処遇改善費補助金
 ２職員配置基準改善費補助金
 ３保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補助
限度額による。

0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

183,700千円

期間 21.77 人

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果目標の目標値に、ほぼ達成で
きている。また、各施設に置いて保
育者が児童に対し、支援ができて
いることが成果と考える。

H30年度に改善した点

混合保育への申請（在園している児童の中で混
合への移行を含む）は前年の同数前後と考え
る。また、幼稚園児での対象の児童は増加して
いるため、今後も必要性が高いと考える。

混合保育児童や発達に心配さを持つ児童
への支援の仕方を学ぶための研修の実施
や、保育者への指導を目的とした巡回指
導を実施している。平成30年度の巡回指
導は、園児延人数1,409人に対して巡回を
実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

保育士不足が課題となっている状況の
中、民間園での混合保育児童の受入れが
難しくなっている状況にある。

H29年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 232,271千円 229,960千円 ①公立保育園混合枠受け入れ
数

②民間保育園・幼稚園の補助対
象児童数

③受入れ施設数

対象となった児童数

障害児保育事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

209,978千円 199,791千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進される
と判定された児童、②民間保育園(公設民営を含む）・
民間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結
果、補助金の交付が適と判定された児童を対象とし、
対象児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児担当
保育士等の雇用費として支給する。

21.65 人
非常勤
特別職

1.00 人 290人 275人

支援を必要とする児童は増加傾向にあり、各施
設としては必要性は高いと思われる。毎年一定
数の申請はあるが、観察保育により、その可否
を決定しているため、予算内での人数結果とな
る。

臨時職員 64.30 人

①９６人

②１７６人

③４６施設

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

275人 272人

270人

非常勤
特別職

1.00 人 R元年度目標

H3年度　～ 182,433千円 臨時職員 48.96 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

S47年度～ 15,754千円

子どもの医療費の一部を助成することにより、子ども
の保健の向上と福祉の増進を図ることを目的とする。
児童が15歳に達した日の属する年度の末日まで、児
童の保護者に対して、児童の医療費の一部負担金を
助成する。

2.13 人

H29決算額 指標名

子ども医療費助成
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

概ね目標を達成しているが、書類
不備により登録が保留となっている
方へは、引き続き通知等を行うこと
が必要である。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市子ども医療費の助成に関する条例 1,139,281千円

H30年度に改善した点

すべての助成対象者が、等しく医療費助成を受
ける事を目標とするため、登録率を指標とする。 医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬

品の利用促進啓発を強化した。

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

無 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,159,833千円 1,140,645千円
①受給者証交付件数

②医療医助成件数

③
1,118,558千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

根拠法令

18,073千円 臨時職員 4.00 人
①4,326件

②594,860件

③

H30年度目標 H30実績

100.0% 99.6%

R元年度目標

非常勤
特別職

100.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

臨時職員 4.00 人

100.0% 99.0%

期間 1.88 人
非常勤
特別職

無 無

無 無

無 無
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第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

H29決算額

H29正規職員
人件費

12,134千円
①4,530人

②58,617件

③138,805,337円

①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額

H30予算現額

152,181千円

市内接骨院、整骨院受診の際の窓
口負担をなくした事に伴い、助成件
数・助成額が増加傾向にある。
受給者に対して、適正受診を呼び
かけ、全体的な支給額の軽減を図
るための啓発が必要である。

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

保健の向上と福祉の増進を図りつつ、適正受診
を促し、増え続ける医療費の削減を図ることを
目標とする。

事業の目的及び具体的な内容

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部を助成すること
により、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援
し、もってひとり親家庭等の福祉の増進を図ることを
目的とする。
児童が18歳に達した日の属する年度の末日まで、児
童の保護者に対して、児童の保護者および児童の医
療費の一部負担金を助成する。

11,145千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

ひとり親家庭等の
医療費助成事業

根拠法令

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例

H4年度～

30,614円

目標設定の考え方・根拠

B

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 155,311千円 146,951千円

H30年度に改善した点

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の利用促進啓発を強化した。

H30年度目標 H30実績

25,000円

H29年度目標

対象者数は減少傾向にあるが、１人あたりの医
療の件数（助成対象）が増加傾向にある。
特にひとり親家庭等の父母等の医療の件数が
増加しており、児童より父母等の方が１件あたり
の金額も高く、１件あたりの金額が高い状況が
続いている。

25,000円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

指標名

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

非常勤
特別職

25,000円 29,474円

H30決算額（見込み）

145,947千円

R元年度目標

臨時職員

H29予算現額

臨時職員 1.00 人

H29その他職員
従事割合

1.43 人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30予算現額

児童手当法

期間 1.33 人
非常勤
特別職

5,052,545千円 4,899,456千円

1.00 人

一
般

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

児童手当支給事業

根拠法令

H29正規職員
人件費

3.03 人

①2月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事務
経費

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給
者数）

H29年度目標
H29その他職員
従事割合

H29決算額

H30実績

非常勤
特別職

R元年度目標

1,800円

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を
行う。 現況届の審査で誤りがないか二重チェック

を行うようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の適
正な支給事務を行っていく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B
H30目標値が未達成の理由・分析

個人番号制度の情報連携による事務量の増加
等に伴い担当職員が増員し、人件費が増えた
ため。

1,500円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,074,596千円 4,982,325千円

事務量は増加したが、個人番号制
度の利用で市民の利便性は向上し
た。今後も職員の事務負担につい
ては、事務改善を検討し、さらなる
時間外の削減を目指す。

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

無 無
H29実績

H30年度目標

事業の目的及び具体的な内容

1,434円

18,922千円 臨時職員 2.00 人
①24,160人

②4,882,345千円

③42,502千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1,500円 1,740円

H24年度～ 25,391千円 臨時職員 2.00 人

期間

父母その他の保護者が子育てについての第一義的
責任を有するという基本的認識のもとに、児童を養育
している者に児童手当を支給することにより、家庭等
における生活の安定に寄与するとともに、次代の社
会を担う児童の健やかな成長に資することを目的と
する。
児童が15歳に達した日の属する年度の末日まで、児
童の保護者に対して手当を支給する。

2.23 人
非常勤
特別職

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

仕事と育児を両立させるための環境整備及び地域住
民の子育て支援を図ることを目的とする。育児の援助
を受けたい者（利用会員）と育児の援助を行いたい者
（援助会員）を組織化し、地域での相互活動を行う。
ファミリーサポートは、定期的な保育施設・学校施設
などの送迎や一時的な預かり、緊急サポート事業は、
病児・病後児の預かり、宿泊や急な残業などの緊急
時の預かりを行う。

0.23 人

H30正規職員
人件費

Ｈ12年度～

H29決算額

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,952千円

指標名

ファミリーサポート
事業

目標設定の考え方・根拠

B

根拠法令 H30予算現額

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

15,192千円 15,120千円

H30決算額（見込み）

利用会員数の増加に対し、援助会
員数の増加が達成できなかった。
しかしながら、延べ利用件数は順
調に増加しており、事業のニーズ
は高まっていると考える。
今後も、各まちづくりセンター・児童
館・保育園等の児童関連施設にポ
スターの掲示やチラシの配布を行
い、広報活動を実施する。

H30年度に改善した点

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）がの増加が必要であ
るため、援助会員数の充足度を指標とする。

地域福祉サポーター全体会や高齢者大学
等で援助会員養成講習会のチラシを配布
した。
また、社協登録ボランティアに対し、援助
会員養成講習会の案内をメール配信し
た。

援助会員の中心となっている60代の就労が増
加しているため、援助会員の確保が難しくなっ
ている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

援助会員の確保が課題のため、様々な機
会を利用し周知するとともに、援助会員養
成講習会の開催時期の検討を図る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,192千円 15,120千円
①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数＊100）

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 20.0% 11.0%

臨時職員 0.00 人
①16,286

②4,556

③487

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

20.0% 10.7%

20.0%

期間 0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

4,860千円 臨時職員 0.05 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

児童扶養手当支給
事業

期間 1.70 人

目標設定の考え方・根拠

A

平成30年8月より法改正に伴い所
得制限枠が広がったことにより、全
部支給者数が増加したが、全部支
給者の就労や資格取得をサポート
し、自立促進を図っていく。

H30年度に改善した点

①全部支給から全部支給停止
となった受給者数
②一部支給から全部支給停止
となった受給者数
③年度末における全部支給者
数

手当受給者資格者全体に対し、全部支給
となっている者の割合

全部支給者数÷手当受給資格者数×100

受給者の所得の増加による、手当の支給区分
が変動した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促
進の成果をみる。（手当資格者全体のうち、全
部支給者の割合が低くなる程、所得や養育費
の増加が見込まれる。）

不正受給の疑いがある受給者について
は、訪問や必要書類の提出を促し、実態
調査を徹底した。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 955,456千円 941,186千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

児童扶養手当法 946,685千円 922,079千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の促
進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：父母が離婚した家庭、父母のいずれかに一定
の障害のある家庭、父母に代わり養育している人に
支給される手当（所得制限あり）。

1.33 人
非常勤
特別職

0.06 人 30.0% 36.0%

平成30年8月より所得制限額枠の拡大を見込ん
で目標値を大幅に下げたが、全部支給者の拡
大が当初の見込みを上回ったため。

40.0% 41.7%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,285千円 臨時職員 1.80 人
①30

②109

③970

H30年度目標 H30実績 所得が低いひとり親家庭等の生活の安定
にあたって必要な制度である一方、手当受
給者に対して、就労による自立を促す側面
もあることから、母子・父子自立支援員と
連携し、就労支援、資格取得へ働きかけ、
手当支給額の減少を目標としたい。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.06 人 R元年度目標

　　　S36　～ 14,246千円 臨時職員 1.90 人 40.0%

無 無

無 無

無 無



評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果経費

投入コスト
会
計

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

期間

H29決算額

ひとり親家庭自立
支援事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

母子及び父子並びに寡婦福祉法 26,651千円

H30年度に改善した点

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者＋進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

面接時の聞き取り調査表について見直し
を行ない、申請者の生活状況や志望動機
についてより的確に把握をし、適正な審査
を行なえるよう改善をした。また、離婚前に
しておくべきことをまとめた冊子について情
報の増量を行い、生活面の不安軽減を
図った。H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 36,143千円 28,385千円 ①相談件数

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③教育訓練給付金支給額

指標名

24,748千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、そ
の自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.72 人
非常勤
特別職

2.64 人 100.0% 100.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0%

100.0%

0.45 人
非常勤
特別職

2.34 人 R元年度目標

目標達成済100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,109千円 臨時職員 0.12 人
①　454件

②  18,869千円

③　  407千円

H30年度目標 H30実績 最近の相談の傾向として、ＤＶや生活苦、
疾病や法律に絡む問題など、複雑な生活
相談（離婚前相談を含む）が増加してい
る。今後も、研修等へ積極的に参加するこ
とにより、相談者への理解を深め、よりよ
い助言・情報提供が行えるように努める。　　　H15　～ 3,771千円 臨時職員 0.04 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

児童家庭相談事業

根拠法令 H30予算現額

16,376千円

H29決算額

H30決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 9,896千円 9,381千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の実績値は前年度より上
回り、目標値も達成しており、必要
な支援を提供できたものと考えてい
る。今後も関係機関と連携しなが
ら、相談者や子どもに効果的な支
援を提供していく。

H30年度に改善した点

子どもに関する様々な相談に対応していく事業
であるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

平成30年3月及び平成31年1月に起こった
児童虐待死亡事件を受けて、国が実施し
た「緊急把握」や「緊急調査」に対応した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談件数が年々増加傾向にあり、業務量
の増加にどう対応していくかが課題。そう
した中でより効果的な支援を実施していく
ために、関係機関との連携強化を図りた
い。

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,958千円 8,997千円
①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成）

③相談件数（非行・その他）

相談件数

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや
家庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福
祉の充実を図るとともにその権利を擁護する。

1.93 人
非常勤
特別職

3.90 人 1,300件 1,282件

臨時職員
①９６４件

②２５５件

③２７９件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1,300件 1,489件

1,350件

期間 1.78 人
非常勤
特別職

3.90 人 R元年度目標

Ｓ４４年度～ 14,916千円 臨時職員

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

発育や発達に心配のある子どもの保護者に対し、家
庭での対応や養育に関する助言、情報提供を行うこ
とにより、その子どもの健やかな成長に寄与する。

0.29 人

H30正規職員
人件費

Ｓ５５年度～

H29決算額 指標名

幼児発達支援事業

目標設定の考え方・根拠

A

相談件数は、前年度より減少して
いるが、相談先が増えたことによる
もので、相談の内容により、専門的
な助言が必要な場合は、「こども支
援センター発達支援事業」に繋い
でおり、適切な支援は提供できたも
のと考えている。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 4,407千円

H30年度に改善した点

「こども支援センター発達支援事業」の周知度
が高まることにより、障害や発達に関する相談
が減少すると予想した。

「こども支援センター発達支援事業」へ適
切に相談を繋ぎ、その後の確認を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

相談内容により、専門的な助言が必要な
場合は、「こども支援センター発達支援事
業」へ適切に相談を繋ぎ、より効果的な支
援に努めていく。

無 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,456千円 4,004千円

①障害等に関する相談件数

②療育相談受診児童数

障害や発達・発育に関する相談件数根拠法令

4,146千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

1.80 人 315件 258件

2,461千円 臨時職員

①２４４件

②２件

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

232件 244件

期間 0.24 人
非常勤
特別職

1.80 人 R元年度目標

2,011千円 臨時職員

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

かしの木学園運営
事業

目標設定の考え方・根拠

A

障害児の日常生活における基本的
な動作の指導、知識機能の付与、
集団生活への適応訓練などによ
り、子どもの発達・成長が見られ、
一定の成果があったと考える。行
事などには家族も多く参加した。

H30年度に改善した点

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため
平成29年7月に厚生労働省から示された
児童発達支援ガイドラインに基づき、家族
支援や移行支援に積極的に取り組むほ
か、関係機関との連携や地域との交流に
も取り組み、適切な運営の管理を行った。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 80,436千円 80,372千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例 79,966千円 79,928千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

就学前の障害児（主に身体障害）が日常生活や社会
生活を円滑に営めるよう、日常生活の基本的動作や
知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い、
発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営で
あり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等
自主事業も行う。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 50

目標達成済み50 54

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,394千円 臨時職員 0.00 人

①3,824日

②54人

H30年度目標 H30実績

児童発達支援事業所が増加しているた
め、今後は市立施設として利用者のニー
ズに応じたサービスを提供し、地域交流な
ど特色ある施設運営に努めていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成15年度～ 3,352千円 臨時職員 0.00 人 50

無

無 無

無 無

無



評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果経費

投入コスト
会
計

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

発達障害児等子育
て応援事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

障害児の支援を行う関係機関の職
員を対象とした研修会等を実施し、
参加者からは障害への理解や情
報共有が図れたことから、今後も継
続した開催の要望があり、一定の
成果があったと考える。

H30年度に改善した点

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
なるため

発達障害に特化した講座だけでなく、強度
行動障害や医療的ケアが必要な障害児に
対する支援の質の向上や情報交換のた
め、研修や情報交換会、親子交流会を実
施した。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 293千円 153千円

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

指標名

H30予算現額 H30決算額（見込み）

発達障害者支援法、障害者基本法 120千円 24千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害
児を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にし
た学習講座を行う。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 3 4

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3

3

目標達成済み3

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,952千円 臨時職員 0.02 人

①3回

②213人

H30年度目標 H30実績
医療的ケア児への支援については、対象
児童の把握も含め、関係機関による総合
的な支援体制の構築が求められており、
今後も情報交換の機会等を設ける必要が
ある。

期間 0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成24年度～ 2,263千円 臨時職員 0.01 人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

障害児通所支援事
業

根拠法令 H30予算現額

8,909千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

保護者の申請に基づき、面談等に
より障害児への個々の支援の必要
性を把握して支給決定を行ってお
り、今後も継続して行う必要があ
る。

H30年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 通所支援事業所等連絡会を2回開催し、支
援体制の充実や事業運営の適正化を図っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

通所支援事業所は年々増加しており、今
後も多くの利用者が見込まれる。また、複
数の事業所を利用する障害児もいること
から、事業実施に関する研修会や連絡会
を開催し、更なる質の向上と通所支援事
業所間の連携を図る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 943,401千円 923,944千円

①利用延べ日数
①利用延べ日数H30決算額（見込み）

児童福祉法 1,061,165千円 1,029,133千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 78,120 99,164

目標達成済み

臨時職員 0.18 人

①118,717日

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

101,604 118,717

121,008

期間 1.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H24年度～ 10,810千円 臨時職員 0.09 人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどきめ細かい支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

0.41 人

H30正規職員
人件費

H24年度～

H29決算額 指標名

障害児相談支援事
業

目標設定の考え方・根拠

A

相談支援事業所による利用計画の
作成等の支援により、課題の解決
や適切なサービスの利用に繋がっ
ており、必要があると考える。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

児童福祉法 20,940千円

H30年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 計画内容等について不十分なものがあ
り、相談支援部会を通して、量から質の向
上に努めた。

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち件数
が増加傾向にあり、相談支援事業所の新規の
受け入れが困難なため

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

障害者自立支援協議会相談支援部会と連
携し、新規事業所を開拓し、相談支援専門
員の確保に努める。

無 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,700千円 13,969千円

①利用延べ人数
①利用延べ人数根拠法令

H30実績

17,258千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 900 869

3,479千円 臨時職員 0.18 人

①1,037人

H30年度目標

地域子育て支援拠
点事業

H30その他職員
従事割合

1,280 1,037

1,280

期間 0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H29実績

4,693千円 臨時職員 0.09 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

一般型と連携型の地域子育て支援
拠点施設の数は２４箇所あり、各行
政区としては充足しているが、地域
による偏在を解消するために引き
続き取り組んでいく。

H30年度に改善した点

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

実施施設のある中学校区数 所沢市の中学校区数
地域による偏在を解消するため。保育園
運営者等の集まる会議に出向き、地域子
育て支援拠点事業実施の検討を打診し
た。

H29年度目標

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 84,050千円 82,752千円

H29決算額

15中学校区 12中学校区

H30決算額（見込み）

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱 92,600千円 76,916千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

地域全体で子育てを支援する基盤を形成することにより、
市民が安心して子どもを生み育て、子育てに喜びを感じら
れる社会環境の形成を目的とする。事業の内容：①子育て
親子の交流の場の提供と交流の促進②子育て等に関する
相談、援助の実施③地域の子育て関連情報の提供④子育
て及び子育て支援に関する講習等の実施（月１回以上）支
援拠点の種類：一般型（３～４日型・５日型・６～７日型）及
び連携型※こども支援課では、一般型を実施している。

0.21 人
非常勤
特別職

0.00 人 15中学校区 12中学校区

地域子育て支援拠点事業を実施するには、運
営主体者に人員確保等の資金面及び実施ス
ペースの確保が必要であり、未設置の中学校
区において運営主体者となり得る保育園等がな
いため。

臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,782千円 臨時職員 0.00 人

①13施設

②45,400人

H30年度目標 H30実績

運営主体者に人員確保等の資金面及び
実施スペースの確保が必要であるため、
引き続き保育園運営者等に事業実施の検
討を打診していく。

15中学校区

期間 0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｈ7年度～ 2,765千円

無 無

無 無

無 無
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第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

児童虐待防止対策
事業

根拠法令 H30予算現額

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しなが
ら適切な支援を実施する。

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

対象児童が特定できたものはすべ
て安全確認できており、児童虐待
の早期防止を図れたものと考えて
いる。今後も関係機関や市民に児
童虐待の通告・情報提供を更に周
知していくなど、虐待の未然防止に
努める。

H30年度に改善した点

①児童の所属からの定期的情
報提供
②養育支援訪問実施世帯数
③個別ケース検討会議開催件
数

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
虐待通告を受けた際は、児童の安全確認が最
優先であるため、安全確認の実績を指標とし、
目標値は100％とした。

要保護児童対策地域協議会実務者会議
進行管理部会に教育センターが新たに参
加することになった。

無 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,351千円 1,434千円

H30決算額（見込み）

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律 1,922千円 1,992千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3.91 人
非常勤
特別職

0.30 人 100.0% 95.0%

事業の目標達成のためには、関係機関と
の連携を強化し、地域での見守りの体制
を図り、引き続き児童虐待の早期発見・早
期対応を目指していく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,192人

②13世帯

③31回

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

虐待通告34件のうち、33件は児童の安全確認
ができたが、残り1件は通告者の情報から対象
児童が特定できなかったため。

Ｈ１２年度～ 31,760千円

33,176千円 臨時職員 H30実績

臨時職員 100.0%

100.0% 97.0%

期間 3.79 人
非常勤
特別職

0.30 人 R元年度目標

H30年度目標


